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ＩＰ網への移行後の音声接続料の在り方 2

１．諮問概要

・ 東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ東日本・西日本」という。）が提供す

る加入電話については、公衆交換電話網（以下「ＰＳＴＮ」という。）の設備（中継交換機・信号交換機）が、令

和７年頃に維持限界を迎える中で、令和４年度以降、ＰＳＴＮからＩＰ網へ疎通ルートの切替えが進められている。

・ 情報通信審議会答申「ＩＰ網への移行の段階を踏まえた接続制度の在り方 最終答申」（令和３年９月）では、

ＩＰ網への移行後の音声接続料について、「ＩＰ網への移行後、第一種指定電気通信設備制度の下で、メタルＩＰ

電話とひかり電話の接続料は同一の接続料として算定することが適当」とされたところである。

・ また、情報通信審議会答申「固定電話を巡る環境変化等を踏まえたユニバーサルサービス交付金制度等

の在り方」（令和４年９月）では、「電話網のＩＰ網への移行後、ワイヤレス固定電話の接続料は、メタルＩＰ電話及

びひかり電話と同一の接続料として算定することが適当」とされたところであり、これらを踏まえ、具体的な算定

方法について検討を行う必要がある。

・ 以上により、ＩＰ網へ移行後の音声接続料の在り方について、情報通信審議会に諮問するもの。

２．答申を希望する時期

令和６年５月目途



（参考）固定電話網のＩＰ網への移行スケジュール 3

令和元年度
（２０１９年度）

令和２年度
（２０２０年度）

令和３年度
（２０２１年度）

令和４年度
（２０２２年度）

令和５年度
（２０２３年度）

令和６年度
（２０２４年度）

令和７年度
（２０２５年度）

ひかり電話の
相互接続
（東西間接続試験）

加入電話着の接続ルート切替

加入電話発の接続ルート切替

①ひかり電話接続
ルート切替開始

・2021年１月
（東西間接続試験開始）

・2021年５月
（東西間接続開始）

加入電話・INSネットの
料金・提供条件の
一部変更

2024年１月

ＰＯＩビル環境構築等

出典： ＮＴＴ東日本・西日本資料を基に総務省が作成

④接続ルート
切替完了
2025年１月

②加入電話着の接
続ルート切替開始
2022年6月

NTT東西の
IP相互接続を開始
他事業者とのIP相互接続を開始

③加入電話発の接
続ルート切替開始
2024年１月

① ひかり電話のＩＰ相互接続は令和３年１月よりＮＴＴ東日本・西日本間において接続試験を開始し、同年５月

より接続を開始。他事業者とのＩＰ相互接続についても順次開始している状況。

② 加入電話着は令和４年６月から接続ルート切替を開始。

③ 加入電話発は令和６年１月から接続ルート切替を開始。
（令和６年１月にＮＴＴ東日本・西日本の加入電話・ＩＮＳネットの料金・提供条件の一部変更を実施（契約の移行は伴わない）。）

④ 令和７年１月にＩＰ網への接続ルート切替が完了する予定。



（参考）固定電話網のＩＰ網への移行方法 4
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（参考）情報通信審議会答申「ＩＰ網への移行の段階を踏まえた接続制度の在り方 最終答申」
（令和３年９月）抜粋 ＩＰ網へ移行後の一種指定設備制度に基づく音声接続料 5

＜ＩＰ網へ移行後の一種指定設備制度に基づく音声接続料＞

○ ＩＰ網移行後のメタルＩＰ電話とひかり電話の接続料は同一の接続料として算定することが適当。

○ その算定方法について、メタル収容装置及び変換装置により提供されるメタルＩＰ電話の収容に係る機能等の接続料原価算定に

は、引き続きＬＲＩＣ方式を適用することが適当。

○ また、ＮＧＮを用いて提供される機能部分については、当面は現在の考え方を踏襲して実際費用方式による原価算定を行うことと

しつつも、ＮＴＴ東日本・西日本による効率化努力をモニタリングしていくことが必要。

メタル回線 光回線 光回線メタル回線

ひかり電話メタルIP電話
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※現在の加入者交換機を転用

ＬＲＩＣ方式に
より原価算定

同一の接続料として算定

加入電話の
接続料として算定

将来原価方式に
より原価算定

ひかり電話の
接続料として算定

将来原価方式に
より原価算定

信号
交換機

加入者交換機

中継
交換機
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交換機

ＬＲＩＣ方式に
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メタル回線 光回線

ひかり電話加入電話

◎ ◎

加入者交換機

中継交換機

他事業者

ＩＰ網への移行期間中（接続ルート切替前）の設備構成

ワイヤレス固定電話

収容ルータ

SIPサーバ

接続用ルータ

中継ルータ

変換装置

信号
交換機

ONU等TA

相互接続
交換機

ワイヤレス
固定電話用
SIPサーバ、
FAXサーバ

携帯
電話網 光回線メタル回線

ひかり電話メタルIP電話

◎
他事業者

ワイヤレス固定電話

接続用ルータ

ＩＰ網への移行後の設備構成

ＧＷルータ

メタル収容装置

新変換装置

中継ルータ

収容ルータ

SBC
ENUMサーバ
DNSサーバ

SIPサーバ

TA ONU等

携帯
電話網

ワイヤレス
固定電話用
SIPサーバ、
FAXサーバ

（参考）情報通信審議会「固定電話を巡る環境変化等を踏まえたユニバーサルサービス
交付金制度等の在り方」答申（令和４年９月）抜粋 固定電話の接続料の設定方法 6

メタルIＰ電話、ワイヤレス固定電話、ひかり電話で単一の接続料加入電話、ワイヤレス固定電話で
単一の接続料

ひかり電話の接続料

○ 電話網のＩＰ網への移行後、ワイヤレス固定電話は、携帯電話網を通じて、メタルＩＰ電話及びひかり電話と同様にＮＧＮに収容さ

れ、他事業者との相互接続点もメタルＩＰ電話及びひかり電話の相互接続点と同一となる等、接続料原価の範囲となる設備の多く

をメタルＩＰ電話及びひかり電話と共有し、両電話と類似した設備構成をとる。また、ワイヤレス固定電話は、メタルＩＰ電話及びひか

り電話と同様に０ＡＢ-Ｊ番号を使用し、両電話と類似した品質で提供される。これらの点を踏まえると、ワイヤレス固定電話の接続

料は、メタルＩＰ電話及びひかり電話と同一の接続料として算定することが適当。

○ 電話網のＩＰ網への移行期間中、ワイヤレス固定電話の接続料は、加入電話/メタルＩＰ電話と同一の接続料として算定することが適当。



ＩＰ網への移行後の音声接続料の在り方に関する論点 7

論点１ メタルＩＰ電話、ワイヤレス固定電話、ひかり電話の接続料の算定方法

・メタルＩＰ電話、ワイヤレス固定電話、ひかり電話の接続料を、同一の接続料として算定する場合、どのような方法が考えられるか。
・ＩＰ網への移行過程（令和４年４月～令和６年12月）における加入電話・メタルＩＰ電話の音声接続料の例（ＰＳＴＮ－ＬＲＩＣモデルとＩＰ－ＬＲＩＣモデ

ルによる算定値をトラヒック比で加重平均）を参考に、トラヒック割合等を踏まえて加重平均をとることが考えられるか。

論点２ ＬＲＩＣモデルにおけるメタルＩＰ電話の加入者回線の取扱い（アクセス回線の光回線代替）

・ＬＲＩＣモデルにおけるメタル回線の光回線への置き換えについて、どのように考えるか。
・今後のメタル回線維持に係るＮＴＴ東日本・西日本の対応や接続料の動向等を踏まえた検討が必要ではないか。

論点３ 東西均一接続料の扱い

・メタルＩＰ電話の接続料を東西別とすべきか、あるいは、引き続き、東西均一とすべきか。
・接続料が本来は東西別で設定されるべきものであることを念頭に、東西別接続料への是正について検討する必要があるのでは
ないか。
・ひかり電話の接続料との加重平均等により算定する「同一の接続料」が、東西別となることについてどう考えるか。

論点４ 接続料算定方法の適用期間

・ＩＰ網へ移行後の接続料算定方法の適用期間について、どのように考えるか。
・環境変化への柔軟な対応を可能とする観点から次期適用期間についても、これまでと同程度とすることが考えられるか。

論点５ その他検討を要する事項

・上記の他、ＩＰ網への移行後の音声接続料の在り方について検討を要する事項はあるか。
→ＮＴＴ東日本・西日本から以下の事項について提案（第67回接続政策委員会（11/1））があった。
- ワイヤレス固定電話の導入有無による接続料原価の比較
- ＬＲＩＣモデルの運用プロセスの簡素化
- 四半期単位の実績トラヒックのホームページ開示義務の見直し



検討結果の概要① メタルＩＰ電話、ワイヤレス固定電話、ひかり電話の接続料の算定方法 8

＜同一の接続料の算定方法＞

○ メタルＩＰ電話、ワイヤレス固定電話及びひかり電話の接続料について同一の接続料を算定するに当たって、これ

らに係る設備の固有部分については、各接続料を算定し、相互接続トラヒックにおける割合に基づいて加重平均す

る方法が適当であり、それに共通部分の接続料を加えることによって同一の接続料を算定することが適当。この際、

通信回数単位の接続料については通信回数比で、通信時間単位の接続料については通信時間比で加重平均す

ることが適当。

＜接続料原価の算定方法＞

○ メタルＩＰ電話の固有設備（メタル収容装置及び新変換装置）の接続料の算定については、第９次ＩＰ－ＬＲＩＣモデ

ルの「メタル収容装置（メタル回線収容機能）」及び「メタル収容装置～中継ルータ間の伝送路（一般中継系ルータ

接続伝送機能）」の部分を適用することが適当。

○ ＮＧＮを用いて提供される機能の部分については、令和３年答申における整理を引き続き踏襲することが必要。

＜ワイヤレス固定電話の扱い＞

○ 今般検討した接続料算定方法の適用期間については、固定電話網のＩＰ網への移行期間中と同様に、接続料原

価の比較を省略し、ワイヤレス固定電話が導入されていないと仮定（※）して接続料原価を算定することが適当。

※導入済みのワイヤレス固定電話がメタルＩＰ電話であると仮定



メタルＩＰ電話・ワイヤレス固定電話・ひかり電話の「同一の接続料」の算定方法

光回線メタル回線

ひかり電話メタルIP電話

◎
他事業者

ワイヤレス固定電話

接続用ルータ
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メタル収容装置
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中継ルータ

収容ルータ

SBC
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DNSサーバ

SIPサーバ

TA ONU等

携帯
電話網

ワイヤレス
固定電話用
SIPサーバ、
FAXサーバ

メタルIＰ電話、ワイヤレス固定電話、
ひかり電話で単一の接続料

①メタルＩＰ電話に係る設備の固有部分

②ワイヤレス固定電話に係る設備の固
有部分

③ひかり電話に係る設備の固有部分
④共通部分
の各接続料を算定し、

①②③について、相互接続トラヒックに
おける割合に基づいて加重平均し、
それに④を加える。

① ② ③

④

9



ワイヤレス固定電話が導入されていないと仮定した接続料原価の算定

光回線メタル回線

ひかり電話メタルIP電話

◎
他事業者

ワイヤレス固定電話

接続用ルータ

ＧＷルータ

メタル収容装置

新変換装置

中継ルータ

収容ルータ

SBC
ENUMサーバ
DNSサーバ

SIP
サーバ

TA ONU等

ワイヤレス固定電話用
SIPサーバ、
FAXサーバ

光回線メタル回線

ひかり電話メタルIP電話

◎
他事業者

収容ルータ

SBC
ENUMサーバ
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SIP
サーバ
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接続料原価の比較を省略して、接続料原価を決定

ワイヤレス固定電話及びメタルＩＰ電話
の接続料原価の合計 （紫色枠内）

ワイヤレス固定電話が導入されていないと仮定した場合のメタルＩＰ電話
の接続料原価 （紫色枠内）

10



検討結果の概要② 11

＜ＬＲＩＣモデルにおけるメタルＩＰ電話の加入者回線の取扱い＞

○ 今般検討した接続料算定方法の適用期間においては、第９次ＩＰ－ＬＲＩＣモデルの適用に当たり、実際に設置さ

れている回線種別（メタル回線）に基づき接続料を算定することが妥当。

○ その上で、ＬＲＩＣモデルにおける光回線への置き換えについては、今後のメタル回線の在り方に係る検討状況等

を注視しつつ、仮に置き換えを行った場合のユニバーサルサービス制度への影響等も含めて検討を継続することが

適当。

＜東西均一接続料の扱い＞

○ ＮＴＴ東日本・西日本の各々の業務区域における第一種指定電気通信設備との接続に関する接続料は、個別に

算定・設定されることが原則。一方、これまで、加入電話／メタルＩＰ電話の接続料においては、利用者料金の地域

格差が生じることへの懸念から東西均一接続料の維持に係る社会的要請があるとして、ＮＴＴ東日本とＮＴＴ西日本

の接続料について同額とする扱いが採られてきた。

○ 今般の試算のように接続料の東西格差が継続することが見込まれる中で、東西別接続料とした場合には、接続

事業者を含めて大きな影響が生じるおそれがあることから、現行制度の趣旨も踏まえ、今般検討した接続料算定方

法の適用期間においては、メタルＩＰ電話固有部分について東西均一接続料を継続することが適当。

○ 接続料が本来は東西別で設定されるべきものであることを踏まえ、メタルＩＰ電話固有部分の接続料における東西

別接続料への是正について、引き続き検討を行っていくことが必要。
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東日本 西日本 東西差（西/東）

①メタルＩＰ電話（固有部分） 6.12 6.12 1.00倍

②ワイヤレス固定電話（固有部分） - - -

③ひかり電話（固有部分） 0.07 0.06 0.91倍

④共通部分 1.10 1.23 1.11倍

同一接続料（①②③の加重平均額＋④） 3.78 3.90 1.03倍

○令和５年度認可接続料に基づく試算（第67回接続政策委員会 ＮＴＴ東日本・西日本説明資料）

○上記試算において「①メタルＩＰ電話（固有部分）」の接続料を「東西均一」とした場合の試算
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＜接続料算定方法の適用期間＞

○ 接続料算定方法の適用期間は、環境の変化に柔軟な対応を可能とする観点から、従来と同様に３年間とするこ

とが考えられ、接続料の改定が概ね事業年度単位を基本として行われてきたことから、令和７年１月から令和10年

３月までの３年３か月とすることが適当。

○ 令和７年１月から同年３月までの接続料については、令和６年４月から同年12月までに適用される接続料を暫定的

に適用した上で、令和７年度の接続料の改定と合わせて、令和７年１月から令和８年３月までの１年３か月分の接続料

を算定し、令和７年１月から同年３月までの分は遡及精算することもやむを得ない。なお、接続事業者の予見可能性

の観点から、令和６年12月までにＮＴＴ東日本・西日本から接続事業者に対し、接続料に係る予測値の開示等が行わ

れることが望ましい。

＜その他の検討事項＞

○ ＬＲＩＣモデルの入力値の見直しの扱いについては、今般のＮＴＴ東日本・西日本の提案内容を含め、総務省にお

いて毎年度の見直しの必要性について検討することとし、詳細な検討を要する場合には、長期増分費用モデル研

究会等において行うことが適当。

○ ＮＴＴ東日本・西日本が総務省の要請に基づき実施している、実績トラヒックの四半期単位の開示については、開

示頻度を「年度単位」とし、開示内容についても「年度単位」とすることが適当。


